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Ⅰ．問題と目的

平成 30（2018）年 4 月 1 日に施行された幼稚園教育

要領1），保育所保育指針2），認定こども園教育・保育要領3）

は，就学前教育・保育の場で実践に反映されている。

改訂では，就学前から高等学校の学びの連続性を踏ま

え，就学前施設では，知識技能の基礎，思考力・判断力・

表現力等の基礎，学びに向かう力，人間性等の上記 3つ

の「育みたい資質・能力」が示されている。

また，「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」が 5

領域の内容項目から抽出され，小学校教育を視野に入れ

た 10 項目の方向目標が示されている。そして「育みた

い資質・能力」及び「幼児期の終わりまでに育ってほし

い姿」を踏まえ，教育・保育活動の展開と質の向上を図

る「カリキュラム・マネジメント」を推進していくこと

が重視されている。

これらは，幼稚園，保育所，幼保連携型認定こども園

において共通の事項であり，教育・保育が「組織的・計

画的に行われる」ようにするために各施設が作成する一

番大きな計画が「全体的な計画」である。この「全体的

な計画」は，各園で議論しながら作成し，その内容を保

護者とも共有する必要がある4）。

各園においては「全体的な計画」を全員参加のもとで

編成し，活用していくこととなる。一方，行政が管轄す

る市町村においては，行政レベルで策定したカリキュラ

ムが各園でどのように系統性を担保しながら園独自のグ

ランドデザインに編成されているかといった課題が指摘

されている5）。そして，行政レベルと各園レベルでの系

統性の担保とシステム構築において，具体的な編成・共

有プロセスの具体化を示す必要があることが提起されて

いる5）。

上記の指摘のとおり，これまで本研究の対象となる自

治体においては，選出された公立保育所の限られた保育

者が中心となり計画を作成していた。そして，必要に応

じて，公立保育所の各年齢児部会が加筆・修正を行い，

各園の実情に応じて保育活動に反映させていた。

このような方法は，必要最小限の人数や会議による経

費や負担軽減を図るといったメリットはある。しかし，

一方向的な計画であり，作成された計画が各保育者に浸
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透されないといった課題が生じていた。

このような課題に対し，横松6）は，本格的なカリキュ

ラム・マネジメントの成立には，ナショナルカリキュラ

ムと園の特色のあるカリキュラムつくりを両立させよう

とする思考と自園の保育全体を一つの理論的体系として

とらえて発展させることが必要であるとして，研修支援

体制の構築の必要性を示唆している。

対象となる自治体においては公立認定こども園の新設

を機会として，横松6）の指摘を実現するための研修支援

体制の構築を目指していた。そして，新たなイメージと

して，市内各保育・幼稚園，地区小学校，こども課，教

育委員会学校教育課，大学教員を加えた「保育・教育の

資質向上ワーキンググループ（以下，WG）」を編成し，「全

体的な計画」及び「年間指導計画」を作成することを求

めていた。そして，その過程の中で保育者や教諭の資質

向上を図ると同時に，各学校園の計画等を充実させるこ

とを目標に据えていた。

上記の目標に対し「組織的・計画的に行われる」ため

の研修体制の一つの方法として「循環型」研修会が成果

を上げている7–9）。

ここでいう「循環型」研修会とは，個々の実践課題を

明確にし，クラスや園単位で実践の成果を継続的に学び

あう研修会である7）。

これまでも「循環型」研修会による実践では，保育者

同士の学び合いにより，実践に必要な知識の獲得と主体

的な学びを促進したことが示されている8）。同様に，「循

環型」研修会の参加者は，技術を求める実践から反省的

な実践へと変化することが確認されており，保育者の力

量を高めるための研修会として，一つの選択肢であるこ

とが示唆されている9）。

上記の理由から，「全体的な計画」及び「年間指導計画」

の編成をきっかけとして，自治体全体の教育・保育の質

の向上，人材育成やノウハウの継承により円滑な研修体

制の構築が可能であると判断し，その方法論として自治

体が「循環型」研修会を採用した。

本研究では，先行研究で課題とされている行政と園で

の具体的なカリキュラム編成・共有プロセスの具体化5），

研修支援システムの構築6）を「循環型」研修会の方法論

を用いて具現化する。そして，編成過程で得られた知見

と課題を明らかにすることとした。また，参加者から得

られた評価から，「循環型」研修会によるカリキュラム

編成の成果と課題を得ることを目的とした。

Ⅱ．方法

1．「循環型」研修会の概要

本研修会は，自治体が所管する幼保連携型認定こども

園の新設に向け，教育及び保育内容を整理し，「全体的

な計画」と「年間指導計画」を作成することであった。

また，上記の過程を保育者の質の向上のための研修会の

機会と位置付けることとした。

研修会は WG 会議（以下，「全体研修会」）と園内検討（以

下，「部門別研修会」）に分けられ，上記の参加者が，定

期的に「全体研修会」に参加し，幼保連携型認定こども

園の「全体的な計画」及び「年間指導計画」を整理する

こととした。

本研究における「循環型」研修会の全体像を図 1に示

した。実施期間は，X 年 1 月～X 年 9 月までの 9 か月間

であった。「全体研修会」の実施時間は，すべて 15 時～

17 時の約 2時間であった。

2．参加者

1）WG メンバー

「循環型」研修会に参加した WG メンバーは，公立保

育所 3 園の保育者，公立幼稚園 2 園の教諭であり，計

16名が参加した。参加者の内訳は保育所からは園長1名，

主任 2名，保育士 1名の計 4名であった。幼稚園からは

園長1名，主任2名，教諭1名の計4名が参加した。また，

「年間指導計画」の作成時には，保育所から保育士 4名，

幼稚園から教諭 4名が新たに参加した。

また，小学校への円滑な接続を考慮し，検討事項の日

時にあわせて特別支援学校の特別支援教育コーディネー

ター1名と地域の小学校1年生担任教諭3名が参加した。

図 1　「循環型」研修会における「全体研修会」と「部門研修会」の作業過程
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2）事務局

事務局は，A 市教育委員会学校教育課の課長補佐 1名，

指導主事 2 名，こども課の係長 1 名，指導保育士 1 名，

保育士 1名の計 6名であった。

3）コーディネーター

A 市教育委員会学校教育課の当時指導主事である第 2

著者とこども課の保育士の 2 名（以下，「コーディネー

ター」）が研修会全体のコーディネイトを行った。コー

ディネーターは，研修会の資料整理，日程や会場調整，

学校教育，保育行政の視点からの知識の提供，大学教員

との調整を行った。

4）大学教員

大学教員である第 1 著者が A 市教育委員会より依頼

を受け，助言者として参加した。大学教員は，幼児教育，

特別支援教育を専門としていた。大学教員は，コーディ

ネーターからの事前情報を基に，自治体の保育・教育の

現状についての把握と査定を行った。研修会においては，

「循環型」研修会の方法論の伝達，参加者が必要とした

情報の提供，相談，知識の提供を行った。

3. 倫理的配慮

本研究に関するデータ収集は，今後の研修会に対する

示唆を得ることを目的として A 市教育委員会が調査を

行った。データ分析は，A 市教育委員会の依頼に基づき，

第 1著者が行った。第 1著者がデータ及び会議録に基づ

く結果を公表することは，A 市教育委員会より同意を得

ていた。

参加者への質問調査によるデータ収集に当たっては，

1）研修の効果を検討することを目的として成果を公表

すること，2）個人が特定される内容は決して公開しな

いこと，3）研修会開始から終了後のいつの時点であっ

ても申し入れが可能であること，それにより不利益は生

じないことが文章に明記してあった。

また，質問調査用紙は差出人欄のない返信用封筒に入

れ，コーディネーターに提出することで，参加者への同

意を得たものとみなされた。

4．「全体的な計画」と「年間指導計画」の作成過程の具

現化

「全体的な計画」と「年間指導計画」の作成過程の具

体的な内容を時系列で整理した。第 2著者が作成した会

議録を基に，第 1 著者が 1）「全体的な計画」と「年間

指導計画」の作成過程の日程，2）実施内容・手順，3）

担当組織を整理した。上記の作業により，実施過程を明

確にすることで，自治体における全保育者が参画する計

画編成の手順を明確にすることが可能であると考えた。

5．「全体的な計画」と「年間指導計画」の作成における

保育者評価

WG メンバーとして参加した保育者 16 名を対象とし

て，無記名式自記式質問紙をこども課と学校教育課より

参加者へ依頼した。記述後，コーディネーターへ返送し

回収した。調査用紙には，「循環型」研修会に関する意

見や今後の取り組みへの要望について自由記述欄を設け

た。本研究の保育者評価は，上記の自由記述欄の記述を

対象とした。

データ分析は以下の手順で行った。参加者から得られ

た自由記述の内容を，質的統合法（KJ 法）の手続きに従っ

て行った。第 1著者と保育現場での実践経験が豊富な大

学の非常勤講師の 2名により，以下の手順で作業が行わ

れた。

まず記述内容に目を通し，合議しながら記述内容の

区切り方の基準を以下のように定めた。1）1 文に記述

が異なる内容が並列して記述されている場合は，1 文で

あっても複数の内容の記述と判断して複数の文に分け

る。2）1 文に同様の意味の記述が並列して記述されて

いる場合は，1文のままの記述とした。

上記の基準で記述内容から単位の抽出を行い，KJ 法

で分類，カテゴリー化を行った。自由記述から抽出され

た内容は合計 42 枚のカードに整理された。得られた，

分類結果の妥当性を高めるために，第 2著者と第 3著者

の 2名に加わってもらい，再検討を行なった。そこで得

られた結果を最終的な分類結果とした。

Ⅲ．結果

1．「全体的な計画」と「年間指導計画」の作成過程の具

現化

「全体的な計画」と「年間指導計画」の作成過程にか

かわる日程，実施内容・手順，担当組織を整理したもの

を表 1に示した。

日程は，X 年 1月から X 年 9月までの 9か月間であり，

「全体研修会」は計 6 回開催されていた。また「全体研

修会」から次回の「全体研修会」までに，各担当組織が

協働で検討会を開催していた。

具体的な内容については，第 1 回「全体研修会」で，

本研修のゴールとプロセスイメージについての共通理

解，「循環型」研修会と「就学前教育の方向性や幼保連

携型認定こども園で求められていること」について講義

が行われた。

その後，コーディネーターと大学教員が自治体各園の

保育・教育課程と幼保連携型認定こども園教育・保育要

領3）を参考にして作成した「全体的な計画」の骨子に従
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表 1　「教育及び保育の内容並びに子育て支援等に関する全体的な計画」と「年間指導計画」の作成過程

回数・日程 具体的な内容等 担当組織

X 年 1月 
上旬

○コーディネーターと大学教員の打合せ

1）ゴールとプロセスについて共通理解，2）WG メンバー構成についての検討，3）幼保連携型認定こども

園の「全体的な計画」の骨子についての検討，4）第 1回 WG 会議の内容についての検討

コ，大

○全体的な計画作成のための WG の立ち上げ

1）保育園と幼稚園の園長，主任，リーダーの人選と委嘱
コ，事

第 1回

X 年 1月

○第 1回「全体研修会」の開催

1）WG ゴールとプロセスイメージについて共通理解，2）「循環型研修」と「就学前教育の方向性や幼保連

携型認定こども園で求められていること」についての講義，3）【1 理念】と【4 教育・保育時間等】事務局

案を検討，4）【2 教育・保育目標】と【3 目指すこども像】演習形式で意見交換，5）次回の日程調整と内容

の確認

W，事，

大

○各園や所管課で検討と素案の作成「部門別研修会」

【5 教育・保育方針】【6 日々の教育及び保育の考え方】【7 認定こども園の特質に応じて配慮する事項】【11

健康増進に関すること】（各園）【8 園児の保護者に対する子育て支援】（担当園）【9 地域における子育て家

庭の保護者に対する子育て支援】（担当園，事務局）【10特別な支援を必要とする乳幼児への配慮に関すること】

（事務局，特別支援学校特別支援教育コーディネーター）

W，園，

事，

第 2回

X 年 2月

○第 2回「全体研修会」の開催

1）各園や所管課等で作成した素案を発表，2）1）についての意見交換，3）意見交換を踏まえ，「全体的な計画」

の素案の作成

W，事，

コ，大

○各園や所管課等で，次の項目について検討し，素案を作成「部門別研修会」

【12 食育の推進に関すること】（自治体栄養士），【13 環境及び衛生管理に関すること】【14 安全管理に関す

ること】【15 非常変災への備えに関すること】（各園），【16 個人情報の保護に関すること】，【17 苦情解決等

に関すること】（事務局），【18 職員の資質向上・職員研修に関すること】（保育所園長・幼稚園園長），【19

小学校との円滑な接続に関すること】（事務局）

W，園，

事

第 3回

X 年 3月

○第 3回「全体研修会」の開催

1）各園や所管課等で作成した素案を発表，2）1）について，意見交換，3）意見交換を踏まえ，「全体的な計画」

まとめ

W，事，

コ，大

第 4回

X 年 4月

○年間年間指導計画作成のための WG の立ち上げ

1）人事異動を踏まえ，「年間年間指導計画」作成のため WG メンバーの選定，2）年齢区分ごとの分科会を

構成による人選と委嘱

事

○第 4回「全体研修会」の開催

1）前年度に完成させた「全体的な計画」の要点を確認，2）今年度の活動について，ゴールとプロセスの共

通理解，3）「就学前教育の方向性や幼保連携型認定こども園で求められていること」についての講義，4）

講義の内容を踏まえ，「年間指導計画」の位置付け及びその作成上の留意点についての基礎的理解，5）発達

や年齢区分ごとに，「年間指導計画」を作成する分科会を立ち上げ，6）分科会ごとに，検討のためのスケジュー

ルを調整する。

W，事，

コ，大

○「年間指導計画」に係る分科会①

1）分科会ごとに会議を開催し，「年間指導計画①」を作成，2）保育・教育理念，資質能力に合わせた各年

齢の年度末の姿の共有，3）各年齢と各期の子どもの姿を共有

W

○「年間指導計画」に係る園内検討①「部門別研修会」

WG で検討された 1）各年齢の年度末の姿，2）各年齢と各期の子どもの姿について各園で検討

※必要に応じて各保育園や幼稚園，小学校の保育・授業を参観し合う機会を設定し，目指す園児の姿やその

ための活動等についてイメージをもちながら，作成を進める。

W，園

第 5回

X 年 6月

○第 5回「全体研修会」の開催

1）作成した「年間指導計画①」について意見交換，2）「3 つの視点」，「5 領域」，「10 の姿」から各年齢の

各期のねらいとの教育内容「年間指導計画②」の整合性を検討（WG メンバーに小学校教諭が参加）

W

○「年間指導計画」に係る分科会と園内検討②（複数回）「部門別研修会」

1）分科会ごとに会議を開催し，「年間指導計画②」を作成，2）分科会での議論を各園で検討
W，園

第 6回

X 年 9月

○第 6回「全体研修会」の開催

1）作成した「年間指導計画②」についての公表と意見交換，「年間指導計画」の完成
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表中略語／ W：ワーキングメンバー保育者，園：保育所・幼稚園保育者，事：事務局　コ：コーディネーター，大：大学教員
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い「園の理念」「教育・保育時間等」「教育・保育目標」「目

指すこども像」について演習形式で検討を行った。

また，「全体的な計画」の骨子に示した「教育・保育

方針」「日々の教育及び保育の考え方」「認定こども園の

特質に応じて配慮する事項」「健康増進に関すること」「園

児の保護者に対する子育て支援」は WG メンバーと各園，

「地域における子育て家庭の保護者に対する子育て支援」

は WG メンバーから選定された担当園と事務局，「特別

な支援を必要とする乳幼児への配慮に関すること」は事

務局と特別支援教育コーディネーターが次回の「全体研

修会」までに検討を行うこととした。

上記の検討結果に基づき，第 2回「全体研修会」まで

に WG メンバーが各園の「部門別研修会」で保育者に

公表し意見を得ることとした。

第 2 回「全体研修会」では，WG メンバーより，「部

門別研修会」で得られた各園の意見が公表され，項目内

容の精査を行った。

次に「環境及び衛生管理に関すること」「安全管理に

関すること」「非常変災への備えに関すること」を WG

メンバー，「個人情報の保護に関すること」「苦情解決等

に関すること」「小学校との円滑な接続に関すること」

を事務局，「職員の資質向上・職員研修に関すること」

を WG メンバーの園長が検討を行った。「食育の推進に

関すること」は自治体の栄養士に依頼することとした。

上記の検討結果に基づき，第 3回「全体研修会」まで

に WG メンバーが各園の「部門別研修会」で保育者に

公表し意見を得ることとした。

第 3回「全体研修会」では，各園の意見，事務局，所

管課等で作成した素案を公表し，意見交換を踏まえ「全

体的な計画」がまとめられた。

第 4 回「全体研修会」からは，WG メンバーとして新

たな参加者が加わった。前年度に完成させた「全体的な

計画」の要点を確認し，ゴールとプロセスの共通理解を

図った。そして，「年間指導計画」の位置付け及びその

作成上の留意点についての基礎的理解の講義が行われた。

その後，発達や年齢区分ごとに，「年間指導計画」を

作成する分科会を立ち上げ，分科会による検討が開始さ

れた。

「年間指導計画」の作成については，「全体的な計画」

として示された，1）教育・保育理念，2）資質能力に合

わせた各年齢の年度末の姿，3）各年齢と各期の子ども

の姿を確認し共通理解を得た上で作成が開始された。

作成の手順としては，1）教育目標から目指す子ども

の姿を抽出する，2）各年齢の年度末の具体的な子ども

の姿を抽出する，3）2）の子どもの姿から想定される行

動内容を年長児から 0歳児にかけて時系列で抽出し，整

合性が図れているかを確認する，4）年齢ごとの各期の

子どもの姿を抽出する，5）各期のねらいと内容を記述

するといった手順で行った10）。

第 4回「全体研修会」で作成された「各年齢の年度末

の姿」「各年齢と各期の子どもの姿」については，各園

の「部門別研修会」で検討され，次回の「全体研修会」

で意見を公表することとした。

第 5回「全体研修会」では，乳児保育の「3つの視点」

1歳以上児の「5領域」「幼児期の終わりまでに育ってほ

しい姿（10 の姿）」を踏まえた各年齢各期のねらいと養

護・教育内容の整合性について検討が行われた。第 5回

「全体研修会」では，小学校との接続を視野に入れ，小

学校教諭も分科会に参加し，協議を行った。

第 5回「全体研修会」で作成された「年間指導計画」は，

各園の「部門別研修会」で検討され，次回の「全体研修

会」で意見を公表することとした。

第 6回「全体研修会」では，上記の過程で作成された

「全体的な計画」及び「年間指導計画」について，「部門

別研修会」で得られた各園の意見を踏まえ，議論し，修

正と加筆が行われた。

上記の作業過程を経て，新設される公立認定こども園

の「全体的な計画」及び「年間指導計画」が作成された。

この作業過程では，「全体研修会」から次回の「全体研

修会」の間に，必要に応じて各保育所や幼稚園，小学校

の保育・授業を参観し合う機会を設定し，目指す園児の

姿やそのための活動等についてのイメージをもつ機会を

設けたことも一つの特徴であった。

上記の作業過程を実行した担当組織は以下の通りで

あった。第 1回「全体研修会」から第 3回「全体研修会」，

第 6回「全体研修会」は，複数の担当組織が参加して計

画編成にあたった。一方，第 4，5回「全体研修会」は，

WG メンバー及び保育所・幼稚園の全保育者が参画して

協働で計画編成が行われたことが示された。

2．「全体的な計画」と「年間指導計画」の作成における

保育者評価

WG メンバーとして参加した保育者 16 名に対して「循

環型」研修会における「全体的な計画」と「年間指導計

画」の作成に対する質問調査を実施した。保育者の意見

や要望についてカテゴリー化を行った結果，6 つのカテ

ゴリーに分類された。分類された保育者の記述内容のカ

テゴリーと記述例を表 2に示した。

第 1 のカテゴリーは「質の向上」であり，「自治体全

体の保育のレベルアップにつながると確信した」「改め

て学ぶことで自身の園の保育の改善につながった」等，



28 生活福祉学科紀要・第 15 号

12 個の記述内容が抽出された。以上のように，保育者

の資質向上に関する記述で構成されたことから「質の向

上」とした。

第 2 のカテゴリーは「伝達の工夫」であり，「WG に

参加していない保育者に理解してもらうために工夫をし

た」「WG での話し合いの方法を園内の話し合いの際に 

取り入れられた」等，10 個の記述内容が抽出された。

以上のように，「全体研修会」の内容を園の保育者に伝

達するための工夫や方法に関する記述で構成されたこと

から「伝達の工夫」とした。

第 3 のカテゴリーは「対話の促進」であり，「園での

話し合いで意見を出し合ったり，わからないことを聞き

合ったりすることができた」「園で検討して WG に託す

といった信頼が職場に生まれた」等，8 個の記述内容が

抽出された。以上のように，保育者同士の対話や信頼関

係の構築につながる記述で構成されたことから「対話の

促進」とした。

第 4 のカテゴリーは「時間の確保」であり，「時間を

生み出す努力をしたが，時期的にも難しかった」「次の

機会までに時間的なゆとりがもう少し欲しかった」等，

5 個の記述内容が抽出された。以上のように，本取り組

みに対する時間的な制約への課題につながる記述で構成

されたことから「時間の確保」とした。

第 5 のカテゴリーは「伝達の課題」であり，「職員へ

の伝達方法を学ばないとうまく循環していかないことを

感じた」「職員への伝達が不十分であった」等，4 個の

記述内容が抽出された。以上のように，「全体研修会」

の内容を園の保育者に伝達する方法や時間的な制約への

課題につながる記述で構成されたことから「伝達の課題」

とした。

第 6 のカテゴリーは「幼保の相違」であり，「保育所

と幼稚園の壁があり，考え方に相違があった」「幼稚園

と保育所でのお互いの価値観を修正するのが難しかっ

た」等，3 個の記述内容が抽出された。以上のように，

従来の管轄下の違いに基づく教育内容や価値観の相違の

実感につながる記述で構成されたことから「幼保の相違」

とした。

Ⅳ．考察

1．「全体的な計画」及び「年間指導計画」の作成過程

「循環型」研修会による「全体研修会」は 9 か月間，

計 6回にわたり開催された。作成過程においては，担当

組織が協議を行い，協働で検討を行ったことが示された。

また，第 1回から 3回の「全体的な計画」の作成には，

WG メンバーと事務局が協働し，検討した結果を各園へ

伝達していた。「年間指導計画」は保育者が主となり，

計画の編成が行われていた。「全体研修会」の開始の際

には，国が示すカリキュラムの在り方，「循環型」研修

会の方法が大学教員から示された。また，計画作成の見

通しについての共通理解がはかられていたことが明らか

となった。

上村5）は，カリキュラム編成上の課題として編成共有

プロセスの明確化を課題として挙げていたが，自治体に

おけるカリキュラム編成については，行政が行うべき作

業と保育者が行うべき作業をその自治体の現状に合わせ

て分担，協働することで円滑なカリキュラム編成を可能

にすることが示唆された。

また，横松6）は，国のカリキュラムと園の特色のある

カリキュラムつくりの両立が必要であることを示唆して

いた。本研究においても，大学教員が知見を提供しなが

ら，コーディネーターが行政と保育者の仲介を行い，参

加者のもつ思考をまとめてきた。横松6）が指摘した通り，

表 2　事後調査から得られた保育者の研修会に対する意識

カテゴリー＜記述数＞ 記述例（要約）

1　質の向上＜12＞ 自治体全体の保育のレベルアップにつながると確信した。

改めて学ぶことで自身の園の保育の改善につながった。

2　伝達の工夫＜10＞ WG に参加していない保育者に理解してもらうために工夫をした。

WG での話し合いの方法を園内の話し合いの際に取り入れられた。

3　対話の促進＜8＞ 園での話し合いで意見を出し合ったり，わからないことを聞きあったりすることができた。

園で検討して WG に託すといった信頼が職場に生まれた

4　時間の確保＜5＞ 時間を生み出す努力をしたが，時期的にも難しかった。

次の機会までに時間的なゆとりがもう少し欲しかった。

5　伝達の課題＜4＞ 職員への伝達方法を学ばないとうまく循環していかないことを感じた。

職員への伝達が不十分であった。

6　幼保の相違＜3＞ 保育所と幼稚園の考え方の相違に気づいた。

幼稚園と保育所でのお互いの価値観を学べた。
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第 3者である助言者がどの段階でどのような支援を必要

とするかをモニタリングし，現状把握しながら「循環型」

研修会を進めることが，研修支援体制の構築に必要であ

ると考えられる。

2．参加者の評価による成果と課題

「循環型」研修会における「全体的な計画」と「年間

指導計画」の作成に対する保育者の意見についてカテゴ

リー化を行った結果，「質の向上」「伝達の工夫」「対話

の促進」「時間の確保」「伝達の課題」「幼保の相違」の

6つのカテゴリーが抽出された。

上記の結果から，自治体における「循環型」研修会を

活用したカリキュラム編成は，カリキュラム作成に必要

な方法論だけではなく，参加者の保育の質の向上にも寄

与することが示唆された。この結果は，齊藤ら9）が実施

した児童発達支援センターでの実践と同様，自治体にお

ける保育施設においても保育の質の向上を図るための方

法論として有効であったと推察される。

「伝達の工夫」や「対話の促進」のカテゴリーが抽出

されたことは，保育者の実践知をどのように他者に伝達

するかといった工夫や園内の対話の促進といったコミュ

ニケーション行動にも影響を与える可能性を示唆するも

のである。また，「伝達の工夫」には，「全体研修会」の

方法を園内での検討方法として採用するといった記述な

どから，「循環型」研修会による園内での取り組みを通

して，その方法論が拡大していく様子が見られた。

一方，「時間の確保」「伝達の課題」といった否定的な

記述も抽出された。「時間の確保」については，本取り

組みの時期が年度末であったことが大きな要因である。

上記の点は，行政における事業構想時期による要因が大

きいが，自治体における研修会計画は，保育現場の実情

に合わせた柔軟なスケジュール調整が必要であろう。

「伝達の課題」が抽出されたことは以下の理由からで

あろう。本研究における「循環型」研修会では，「全体

研修会」から「部門別研修会」への伝達方法は明確にせ

ず，WG メンバーの保育者に一任されていた。したがっ

て，各園の実情に応じた伝達が行われていた。

上記のカテゴリーは「循環型」研修会における循環が，

保育者が主体的に研修を構築していくといった「螺旋型」

研修にステップアップするための貴重な知見である。今

後は，保育現場の実情や個々の保育者の力量の査定方法

及び，それに応じた伝達方法の検討が必要である。

また，「幼保の相違」のカテゴリーが抽出された。3

法令の改定では，就学前施設は共通の教育の質を担保す

る必要性が示されている。このことからも，それぞれの

保育所や幼稚園の教育内容や組織の価値観の違いに対す

る幼保の違いに気づいたことは肯定的にとらえるべきで

あろう。

Ⅴ．結論

本研究では，自治体で新設される公立認定こども園の

カリキュラム編成に対して，行政と園が協働し，具体的

なカリキュラム編成・共有プロセスを示すことができ

た。また，「循環型」研修会は，保育者の研修支援となり，

保育の質の向上に寄与した。

一方，本研究は，WG メンバーの自由記述に基づく知

見から示唆を得たものである。「全体研修会」に参加し

ていない保育者からの意見や事務局である行政からの意

見は反映されていない。

したがって，本取組に参加したすべの参加者からの評

価が必要である。また，研修会における保育者の「学習

過程」，保育者個人の経験や力量差に対する研修ニーズ

と効果，外部専門家との連携過程との関連性は見出せて

いない。今後は，上記の点に加え，日々の実践による継

続的な評価と修正，集団・包括的な視点から個別・具体

的な視点を含んだ各種の保育計画との整合性についても

十分な検討が必要である。
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